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“Michinoeki” has basic function of rest, information dissemination and regional promotion. 
But, disaster relief operation is attracting attention as a new function. In this research, I 
classified the disaster relief functions of “Michinoeki”, and considered them based on actual 
lage-scale natural disasters with the surrounding conditions. As a result, disaster relief 
functions can be described by their content and extent. And the specific “Michinoeki’s” 
function depends on the access condition and surrounding environment. 
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1．序論 
 （1）背景 
 国土交通省（当時の建設省）は 1993年 4月に道の駅の
登録制度を定め，103箇所の施設に対して道の駅の登録証
交付を行った．道の駅の登録開始から 20年余りが経ち，
2016年 5月の第 45回となる道の駅の登録によって，全国
1,093箇所が登録をされている 1)． 
 道の駅は 3つの基本機能を持つ．第一に，「休憩機能」
で道路利用者に 24時間無料で利用することが可能な駐車
場とトイレ，休憩施設を提供する役割を担う．第二に，「情
報発信機能」で道の駅周辺の道路情報，地域の観光情報又
は物産情報，緊急医療情報などを提供し，道路利用者の便
宜を図る役割を担う．第三に，「地域の連携機能」で文化
教養施設や観光レクリエーション施設などをはじめとす
る地域振興施設などによる，商業機能や地域イメージアッ
プと地域内への利用者の導入及び地域の活性化と雇用の
創出などの役割を担う． 
 これらの基本機能に加え道の駅の防災拠点機能が着目
され始めたのは，2004 年の新潟県中越地震において，地
域住民の避難所及び避難場所として貢献した報告 2)があ
ってからである．その当時道の駅と防災が結び付けられて
おらず，道の駅に防災拠点としての機能を備えた施設は存
在していなかった． 
 新潟県中越地震以降も，大規模自然災害において避難所
や復旧復興の支援拠点として貢献した報告が発表されて 
 
いる．その中でも，2011年の東日本大震災時に道の駅が地
域へ貢献した事例 3)は大きく取り上げられ，道の駅が防災
拠点として機能し得る施設であるといった認識を広める
きっかけになった．しかし 2016年 11月 29日に総務省東
北管区行政評価局より国土交通省東北地方整備局に対し，
道の駅が避難復旧復興に大きく貢献したにも関わらず，東
日本大震災後に防災拠点化を目的とした整備強化が滞っ
ている点を指摘された 4)．このように道の駅は，防災拠点
としての役割を重要視されているにも関わらずその整備
状況は進んでいない．その背景には，道の駅の条件により
災害時に想定される機能が異なる事から，整備を一律に行
う事が難しいと考えた． 
 （2）既往研究 
 松田ら 5)や福島ら 6)の研究では，東日本大震災等の過去
に経験した災害において被災地となった地域周辺の道の
駅を対象として被災地の現地調査や関係者へのヒアリン
グ調査を行う事で，災害時に道の駅が果たした役割や道の
駅における防災に対する現状について整理し，今後の対策
として重要な点を挙げている．しかし，過去の災害を対象
としている為その対象地は被災経験のある地域に限定さ
れ，その地域での災害再発には対応出来るが被災経験のな
い地域での対応は研究されていない．また，照本ら 7)の研
究では避難所及び避難場所になり得る可能性の高い公立
小中学校を対象に，防災対策の現状を整理分析しているが
対象が小中学校に限定される．羽賀ら 8)の研究では，新潟
県中越地震において避難所となった施設を対象として，そ
の使われ方の実態や傾向を分析している．対象となった施
設が学校施設・防災センター・コミュニティセンター等と
幅広いが，過去に被災経験のある地域に限定される．しか
し，道の駅の防災拠点機能についての学術的な研究は少な
いのが現状である． 
 （3）目的 
 そこで本研究では道の駅が防災拠点として担う可能性
の高い機能について，その機能が及ぶ範囲別に「広域的防
災拠点機能」と「局所的防災拠点機能」の 2種類の機能に
分類し，それぞれに求められる役割を道の駅の立地条件を
考慮した上で，実際の地区に想定される大規模自然災害の
具体的な被害想定を基に検討する．又，現在の道の駅に整
備されている設備がそれを果たしうるかを検討する． 
 
2． 防災拠点機能の定義 
 （1）防災拠点の定義 
 日本の防災体制における防災拠点の位置付けは，各自治
体が個別に策定する地域防災計画において，地域の実情に
応じて位置づけていくこととなる．その機能に統一的な基
準はなく，防災拠点には様々な施設や場所が含まれ，自衛
隊の活動拠点となる場所は防災活動拠点，一般人の避難等
に利用される場所は防災拠点等のように言葉によってそ
の意味が異なる場合もある．本研究における防災拠点は，
本部機能・復旧復興の為の支援機能・緊急物資の物流及び
備蓄機能・周辺住民の避難や一時的な生活拠点機能・その
他の 5点を備える施設や場所を示す．更に地域住民や道路
利用者が利用する場所となる防災拠点も，災害支援の展開
場所となる防災活動拠点も含めて防災拠点とする．但し，
これらの防災拠点は法令上の明確な定義付けが無いこと
から，災害の規模によって防災拠点の担う役割や支援する
システムも異なっていると言え，防災拠点を考える際には
それらに留意しなければならない． 
 （2）災害の種類と防災拠点機能 
 防災拠点機能を地震と水害の大規模自然災害の想定に
基づき分類する．2種類の災害に対し，防災拠点となる施
設が担う機能を，被災地に働きかける防災拠点機能として，
広域的防災機能・局所的防災機能の機能が及ぶ範囲別に分
類する．又，水害においては発生源そのものに働きかける
水防拠点機能を担う施設が存在するが，地震は水害と発生
メカニズムが異なる事から，発生源そのものに働きかける
防災拠点機能を担う施設は存在しない（図 1）．大規模自
然災害として地震を想定した場合での広域的防災拠点機
能とは，被災地外又は被災地内でも被害の少ない場所にお
ける防災拠点としての機能であり，局所的防災拠点機能と
は，被災地内における防災拠点機能として定義する． 
 水害での広域的防災拠点機能は，ライフライン供給施設
が被災した場合にその代替施設として一時的な支援拠点
としての機能であり，局所的防災拠点機能とは，被災範囲
拡大に応じて避難を指示誘導する情報発信機能と定義す
る．又，被災地とは被害の規模を問わず災害発生によって
建物の倒壊や道路の通行不能・ライフライン供給の停止等
の被害を受ける地域を示す． 
 それぞれが担う機能として，地震を想定した広域的防災
拠点機能は被災地への救援物資輸送中継拠点・応急復旧活
動の展開拠点として担う機能を指し，局所的防災拠点機能
は避難所及び避難場所として負傷者や避難者の受け入れ
施設として，第一線として応急復旧活動の展開拠点として
被災地内にある他の施設と連携を取る機能を指す． 
 
 
図 1 災害の種類と防災拠点機能
 一方，水害を想定した広域的防災拠点機能は災害発生時
に防災拠点を供給範囲に含むライフライン供給施設が被
災した場合に，被災地内への一次的なライフライン支援拠
点として担う機能を指し，局所的防災拠点機能は災害発生
時に被災範囲拡大に応じて被災範囲外への避難を指示誘
導する機能を指す．又，水害において発生源に働きかける
水防拠点機能は発生源となる河川に対し水害が発生拡大
しないように働きかける拠点として担う機能を指し，河川
に近接する施設等が担う． 
 
3．対象地区 
 東京都を中心とした 1 都 6 県を関東地区として対象と
する．関東地区内の道の駅は 117駅（2016年 5月）で，そ
の内訳は東京都 1駅・神奈川県 3駅・千葉県 27駅・埼玉
県 19駅・群馬県 31駅・栃木県 23駅・茨城県 18駅となっ
ている． 
  
4．研究の構成 
 道の駅の立地条件を整理し，大規模自然災害の想定を行
う．又，災害の種類や被災地との位置関係によって果たす
機能を整理する．これらを踏まえ，想定した災害に対し防
災拠点となる各道の駅が求められる機能を設定し，現有の
設備との比較を行う（図 2）．立地条件は，道の駅の周辺に
他の施設や住宅が集中しているのか，分散しているのかを
独自の指標「市街率」と，道路交通センサスから抽出した
道の駅の接続道路の「交通量」の指標を用いる． 
 
5．立地条件 
 （1）算出方法 
 a)市街率 
 道の駅周辺の施設や住宅の分布を示す指標として市街
率を定義する．市街率の判断範囲は，地域住民が道の駅へ
の徒歩避難が容易に行える半径 1km の範囲で行い建築物
とその街区を算出して市街部分とする．算出した市街率は
0~100%で表し，その値によって 4種類に分類する（図 3）． 
 b)交通量 
 接続道路の交通量は，交通センサスの“平成 22年度全国
道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査集計表”の統計
データを再集計して使用する．本研究で使用するデータは，
上記の集計表の中から各接続道路の最も道の駅に近い計
測場所における平日昼間 12時間の上下線合計交通量を抽
出して使用し，そのデータの有効数字を千台以上の数値の
みで扱う．但し，道の駅に 2路線以上の接続道路がある場
合においては交通量の多い道路を接続道路として扱う．又，
平成 22年度以降に新規登録された道の駅においても，公
開データの最新版が平成 22年度である都合から，当デー
タを参考データとして使用する． 
 （2）立地条件の算出結果 
 市街率を対象地内の道の駅 117 駅について算出した結
果，単独型 12%・郊外型 68%・準市街型 15%・市街型 5%
となった．関東地区における道の駅はその 70%近くが郊外
型の道の駅となっており，都市部の分布は少ない事が分か
った．郊外型の道の駅が多い要因としては，登録開始当時 
からの道の駅が道路通行者を対象とした休憩機能を持っ
た施設であり，24 時間利用可能で十分な量の駐車場を有
する施設として設置されて来た事が挙げられる． 接続道
路の交通量が多い道の駅は，北関東の人口密度が比較的高
い地域を横断する国道 50号に接続する道の駅やバイパス
沿線に接続する道の駅となった．一方，交通量下位は群馬
県の道の駅が多く，群馬県の各所に点在する観光拠点に対
し，道の駅が補助的役割を担う施設として設置されている
場合が多い事が大きな要因であると考えられる． 
 
図 2 研究の構成 
 
図 3 市街率の算出方法とその分類 
 
6．都心南部直下型地震の想定 
 （1）被害想定の概要 
 想定条件は，首都直下地震対策検討ワーキンググループ
最終報告 9)に基づくものとし，マグニチュード 7.3の直下
型地震の発生を想定する．但し，この地震による東京湾内
の津波は 1m 以下で津波による大きな被害は想定しない．
都心南部を震源とする場合，東京都を中心に関東地区内の
多くの地域で大きな揺れを観測すると想定する（図 4）． 
 （2）広域的防災拠点機能 
 2015 年 7 月に国土交通省関東地方整備局は，首都直下
地震発生時の道路啓開についてより具体的な計画を策定
する為，「首都直下地震道路啓開計画検討協議会」を組織
し検討を進めている．首都直下地震発生時の道路啓開につ
いての具体的な計画として，東京都を中心として各放射方
向の道路を活用し，都心に向けた八方向毎に道路啓開候補
路線（表 1，図 5）を設定して郊外から一斉に進行する作
戦で道路啓開を実施する事としている．この計画によって，
各道路管理者が連携・協力によって八方向毎に，高速道路・
国道・都道県道等の被災が少ない区間を交互に利用する事
によって，都心に向かう一車線及び都心から郊外へ向かう
一車線の合計二車線を緊急で確保する事によって短時間
で必要な路線を啓開出来るように策定される．設定された
道路啓開候補路線は，路線図からも分かる様に，東京都の
中心部から各方面に繋がる路線が選定されており，高速道
路又は一般道路のどちらかが一部通行不可になった場合
でも，それに接続する別の啓開道路として使用出来る道路
を確保しておく事で，高速道路と一般道路を組み合わせる
場合でも都心部と地方部を繋ぐ事が可能な計画である． 
 災害発生時に道路啓開候補路線として高速道路のみを
使用する場合，その支援部隊や応急対応部隊等が途中使用
出来る施設はサービスエリアやパーキングエリアに限ら
れる．高速道路だけでは無く一般道路を使用する場合，こ
れらの役割を公共施設やその施設の駐車場等が担うと考
えられる．よって第二の公共施設として広く認知され，支
援部隊や応急対応部隊等の使用も可能とする十分な広さ
の駐車場を有する道の駅は，その施設として役割を持つ可
能性がある．想定される被害において，道の駅が被災地外
及び被害の少ない被災地内に位置する場合に担う広域的
防災拠点機能と，道の駅が被災地内部に位置する場合に担
う局所的防災拠点機能について，具体的な道の駅を用いて
道の駅が担う具体的な機能の分析と現状の施設状況の整
理を行う．  
 （3）広域的防災拠点機能の分析例 
 道の駅まくらがの里こが（図 6）は茨城県古河市大和田
に位置し，道路啓開候補路線に設定されている国道 4号線
に接続する．登録 2013年 3月，開駅 2013年 7月である．
設置当時から，耐震性の強化が図られた施設・太陽光発電
装置・非常用トイレといった防災設備が設置されており，
2011 年の東日本大震災後に設置された道の駅として防災
面の強化が図られている．県の防災計画における位置付け
としては，国道 4号線が緊急輸送道路ネットワーク計画図
においての第一次緊急輸送道路に指定されており，道の駅
の自体は防災拠点 B ランクとして市町村役場等に匹敵す
る施設として重要とされており，エントランス広場には災
害時に活用できるように，広い屋外屋根空間が設置されて
おり，広域的支援の展開が可能となる広い駐車場スペース
を有する． 
 
図 6 まくらがの里こが（茨城県） 
 
図 4 都心南部直下型地震の被害想定 
表 1 道路啓開候補路線の一覧 
 
 
図 5 道路啓開候補路路線 
  
 （4）広域的防災拠点機能を担う道の駅まとめ 
 広域的防災拠点機能を担うと想定される道の駅につい
て，現有する設備と今後持つべき機能を整理した．現在，
防災設備の整備が進められている道の駅は，現有する設備
で機能し，防災設備の整備が進められていない道の駅は，
防災設備の整備に関して改善の余地があると言える．道路
啓開候補路線に接続する道の駅と，道路啓開候補路線に匹
敵する道路に接続する道の駅の現状を整理すると，災害時
に現有の設備で機能を果たす道の駅は少なく，道の駅が広
域的防災拠点として貢献する為には改善の余地があると
言える．又，道の駅を広域的防災拠点として活用する為に，
これらの道の駅から優先的に整備強化を進める事で，いち
早い効果が期待出来ると言える（表 2）． 
 （5）局所的防災拠点機能 
 震度 5 強だけでも 30 駅以上，6 弱以上を観測する道の
駅は 10駅弱の道の駅がある．局所的防災拠点の役割を担
う主な施設は学校等の公共施設であり，これらの施設を補
助する施設として被災地内に位置しながらも，第二の公共
施設として道の駅が役割を担う．道の駅が役割を担う事に
よって，地域住民や道路利用者が学校施設等以外でアクセ
スし易い避難所及び避難場所を利用できる上に，周辺の学
校施設等の負担の軽減に繋がるといった効果が考えられ
る（図 7）．想定される被害において,被災地内に位置する
道の駅が第二の公共施設として担う役割は，周辺の避難所
施設等の有無やその数によって異なる．そこで，第二の公
共施設として担う役割について道の駅の周辺環境毎に具
体的な道の駅を用いて，道の駅が担う具体的な機能の分析
と現状の施設状況の整理を行う．  
 （6）局所的防災拠点機能の分析例 
 道の駅八王子滝山（図 8）は，東京都八王子市滝山町に
位置し，東京都唯一の道の駅で設置当時から都市型の道の
駅として注目されており，防災設備の設置も行われている．
登録 2007年 4月，開駅 2005年 8月である．防災設備は，
防火水槽・テント式非常用トイレ・手漕式簡易井戸・プロ
パンガス・食料及び飲料水の備蓄倉庫が設置されている．
道の駅八王子滝山の周辺は,学校施設が集まっており避難
が容易な最寄りの避難所及び避難場所が多く存在する．更
に道の駅がどの学校施設にも近接していない事から，道の
駅は学校施設が担う避難所及び避難場所としての役割を
補う施設として位置していると考えられる． 
 （7）局所的防災拠点機能を担う道の駅まとめ 
 関東地区内に位置する道の駅で，地域の一次避難施設と
して道の駅が利用される可能性の高い単独型・郊外型の道
の駅では，整備が進められている道の駅は半数に満たない
のが現状である．特に単独型の道の駅ではごく僅かな道の
駅でのみ整備が進められている．又，周辺の避難施設の補
助的存在として道の駅が利用される可能の高い準市街型・
市街型の道の駅では，その立地から防災面を強化した道の
駅もみられるが，どのような市街率の道の駅においても，
現状では多くが防災設備の整備が進められていない状況
にあると言え，局所的防災拠点として機能を担う為に改善
の余地がある道の駅は多いと言える（図 9）． 
表 2 広域的防災拠点機能を担う道の駅一覧 
 
 
図 7 局所的防災拠点になる事での効果 
 
図 8 道の駅八王子滝山（東京都） 
 
図 9 局所的防災拠点機能を担う道の駅とその整備状況 
7．利根川氾濫を要因とした水害の想定 
 （1）被害想定の概要 
 想定条件は，大規模水害対策に関する専門調査会報告 10)
に基づくものとする．利根川堤防の決壊による氾濫の中か
ら，渡良瀬貯留型氾濫・古河坂東沿川氾濫・首都圏広域氾
濫といった 3種類の水害を想定する．被害は各最大の場合
を想定する．渡良瀬貯留型氾濫は被害想定範囲の決壊部分
より下流の利根川と渡良瀬川が合流する地点までとなっ
ており，この合流地点にかけて高低差が大きくなり浸水の
深さが深くなる事で貯留する為に貯留型氾濫と言われる． 
 （2）渡良瀬貯留型氾濫 
 利根川左岸 159.5km にある群馬県の千代田町舞木で決
壊を想定している（図 10）．この災害で被災する道の駅は
埼玉県加須市に位置する，道の駅きたかわべのみである． 
 道の駅きたかわべは渡良瀬貯留型氾濫において浸水等
の直接的な被害を受ける可能性があるが，浸水被害の想定
範囲と，所属する加須市の洪水ハザードマップを照らし合
わせた事で，道の駅が災害発生時にスーパー堤防上に位置
する事が分かり，スーパー堤防上に位置する事で避難施設
として機能を担うだけでなく，復旧復興の拠点や救援物資
の集積所として機能を担う事が想定されており，その局所
的防災拠点としての貢献が大きく期待されていると言え
る．一方，広域的防災拠点としてこの想定における間接的
な被害を受ける可能性のある道の駅はない． 
 （3）古河坂東沿川氾濫 
 利根川右岸 136.0km にある茨城県の古河市中田で決壊
を想定している．被害想定範囲は決壊場所から下流の鬼怒
川が合流する地点までの利根川右岸の茨城県側のみとな
っている（図 11）．この災害で被災する道の駅は茨城県境
町に位置する，さかいの 1駅である． 
 道の駅さかいは浸水被害の想定範囲において，浸水等の
直接的な被害を受ける可能性が高い．また，所属する境町
の洪水ハザードマップを照らし合わせた事で，道の駅が
5.0m以上又は 3.0m以上の浸水被害を受ける事によって避
難施設として機能を担う事が困難である．但し，道の駅の
接続する国道 354 号線が冠水被害を受けないと想定され
ている事から，それを利用した避難活動を促す事が局所的
防災拠点として期待されるのではないかと言える．又，予
め避難活動をするのに適している道路に接続している事
を発信する事で道の駅が防災に関する情報発信の重要な
施設として機能を担うと言える．一方，広域的防災拠点と
してこの想定における間接的な被害を受ける可能性のあ
る道の駅はない． 
 （4）首都圏広域氾濫 
 利根川右岸 136.0km にある埼玉県の大利根町弥兵衛で
決壊を想定している．被害想定範囲は埼玉県から東京都に
掛けて非常に広域となっている（図 12）．この災害で被災
する道の駅は，道の駅はにゅう・道の駅童謡のふる里おお
とね・道の駅アグリパークゆめすぎと・道の駅庄和の 4駅
である． 
 
 
図 10 渡良瀬貯留型氾濫の浸水想定範囲と道の駅分布 
 
図 11 古河坂東沿川氾濫の浸水想定と道の駅の分布 
 
図 12 首都圏広域氾濫の浸水想定と道の駅の分布 
 
 但し記載は，間接的な被害を受ける可能性の高い広域的
防災拠点として道の駅はにゅう（図 13）を挙げる． 
 道の駅はにゅうの所属する羽生市は，首都圏広域氾濫に
おいて市内東南部がその浸水被害を受けると想定されて
いる．その為，道の駅が位置する上新郷は浸水等の被害は
ないとしているが，道の駅周辺へライフラインを供給する
施設が浸水被害を受けた場合，道の駅が直接浸水被害を受
けない場合でも水害の間接的な被害を受けると言える． 
 道の駅はにゅうとその周辺におけるライフライン供給
施設の関係について調査を行った結果，ライフライン施設
が被害想定範囲外に位置している事から間接的な被害を
受ける可能性は低い．しかし，道の駅はにゅうはその敷地
内に羽生河川水防ステーションとしての機能を備えてい
る．道の駅はにゅうは利根川に対し，平時は道の駅として
使用されながらも非常時は水防活動拠点としての面を持
つ非常に特別な機能を持つ道の駅である事が考えられる．  
  
 （5）水防拠点として機能を担う道の駅 
 水防拠点とは，災害時に効率的な水防活動を行う為の基
地として，水防活動に必要な資機材や車両を備蓄格納する
施設を指す．道の駅はにゅうと同様に利根川に対し水防拠
点としての役割を担う道の駅は，千葉県佐原市の道の駅水
の郷さわらが挙げられる．これらの道の駅は利根川の氾濫
を想定し，緊急ヘリポートや資材備蓄ヤード等が設置され
ている水防拠点だが，利根川に限らず関東地区内の主な河
川に沿った道の駅 11駅（図 14，表 3）を調査した結果，
2016 年に登録された道の駅常陸大宮においても水防拠点
としての機能が整備されている．道の駅常陸大宮では，道
の駅が久慈川の水防拠点として堤防上に施設が設置され，
非常時の水防機能と平時の親水機能を兼ね備えた施設と
なっている．  
 道の駅常陸大宮は，2015 年 3 月に開駅した道の駅で常
陸大宮市の久慈川上流で久慈川が S 字に蛇行する部分に
位置している．市街率別分類では郊外型となり，道の駅の
周辺は畑が多く住宅は畑の中に点在しているか，主要道路
から外れた道路に沿って立ち並んでいる．道の駅の接続道
路となる国道 118号線は，関東地区の道の駅が接続する道
路の中では交通量が多い．常陸大宮市の道の駅基本計画 11)
に沿って計画された道の駅で，市の魅力を発信し，災害時
には防災拠点としての役割も併せ持つ道の駅を基本理念
としている． 
 防災拠点となる事を前提に設置された道の駅の為，その
施設の利用方法は平時だけでなく，災害時の想定も行われ
ている．情報発信コーナーは交通情報や災害情報の発信拠
点となり，イベント広場は支援物資の集積及び供給拠点と
なる．イベント広場は災害時に有効活用できるよう駐車場
に近い場所に配置されている．更に自然エネルギーを利用
した発電施設や電気自動車の充電施設が設置されており，
これらは非常用電源施設として活用される．防災に特化し
た設備として，受水槽・小型自家発電装置・災害用井戸の
設置も行われている．また，水防拠点として道の駅と久慈
川の間に既設堤防がある他，親水広場と親水護岸が整備さ
れており，平時は既設堤防が眺望空間として活用され，親
水広場や親水護岸では水辺の散策や自然観察などを通じ
て自然と親しむ定期イベント等の開催場所として活用さ
れるが，久慈川氾濫時は道の駅や先に広がる地域への洪水
被害拡大を防ぐ機能を担っている． 
 
図 13 道の駅はにゅう水防センター外観 
 
図 14 河川に近接する道の駅 
 
 
表 3 河川に近接する道の駅と水防拠点機能を担う施設 
  
8． まとめ 
 （1）結論 
 本研究では，道の駅が担う防災拠点機能をその機能が及
ぶ範囲別に，「広域的防災拠点機能」と「局所的防災拠点
機能」の 2種類に分類し定義付けを行った． 
 実際の地区に想定される「都心南部直下型地震」と「利
根川氾濫を要因とした水害」といった大規模自然災害の具
体的な被害想定を基に，道の駅の立地条件を考慮して 2つ
の機能について整理を行った．更にそれぞれの整理に基づ
き具体的な道の駅を用いて，その道の駅に求められる役割
や現状の設備及び今後設備を設置した際の可能性等につ
いて分析を行った． 
 大規模地震の発生時に，広域防災拠点として内閣府が定
める道路啓開候補路線の国道やその道路に匹敵する交通
量の道路に接続する道の駅では災害発生直後から，周辺住
民だけでなく道路利用者の避難所及び避難場所として利
用されると考えられる．よって，交通量が多く，現在防災
設備の整備が進められていない道の駅においても，広域防
災拠点機能を担う事が可能な立地にあると言える． 
 一方，どの道の駅においても局所的防災拠点として，そ
の周辺環境に応じた役割を担うと考えられる．周辺に学校
施設や住宅の多い地域では，道の駅が避難所及び避難場所
の補助施設として役割を担う．又，周辺に学校施設や住宅
の少ない地域では，道の駅が主な避難所及び避難場所とし
て役割を担うと考えられる．よって，現在防災設備の整備
が進められていない道の駅の中で，周辺に学校施設や住宅
の多い市街型・準市街型の市街率分類を示す，千葉県の道
の駅しょうなんや茨城県の道の駅日立おさかなセンター
では，周辺の避難所及び避難場所の補助施設として役割を
果たしうる立地にあると言える．又，郊外型・単独型の市
街率分類を示す，栃木県の道の駅にのみやや千葉県の道の
駅きょなんでは，地域の主な避難所及び避難場所として役
割を果たしうる立地にあると言える（図 15）． 
 地震は道の駅の立地条件によって，その道の駅が災害発
生時に被災地に対し担う役割が異なるが，水害の発生時に
担う役割は立地条件の影響を受けないと考えられる．その
為，河川の洪水想定図等から道の駅が浸水被害を想定した
防災設備の整備を進めるかを判断する必要がある．又，河
川に近接する道の駅において，発生源となる河川そのもの
に対し役割を担うと考えられる．よって，河川に近接する
道の駅の中で現在水防拠点化の整備が進められていない
道の駅 8駅では，河川に対し水防拠点としての役割を果た
しうる立地にあると言える（表 3）． 
 以上から，道の駅が大規模自然災害の発生時に担う防災
拠点機能は，機能の及ぶ範囲によって異なり，道の駅の施
設が単独でどの役割を担うのか決めるのではなく道の駅
へのアクセスや道の駅の周辺環境によると言える．また，
災害の種類によって被害の大きさ等，想定規模も異なる事
から道の駅の防災拠点機能の向上には，全ての道の駅に同
じ内容の防災設備を設置するのではなく，道の駅の立地条 
 
 
図 15 局所的防災拠点の立地条件を持つ道の駅例 
 
件や道の駅が被災すると想定される災害を考慮し，道の駅
に合った災害対策を行う事が有効であると言える． 
（2）今後の課題 
 本研究では道の駅の防災拠点機能としての役割を提示
した段階に留まっており，今後の課題として，防災拠点機
能として役割を担う道の駅の平時利用と非常時利用の両
立を図る為の施設利用モデルの構築を行う事，災害想定の
対象地区を増やす事を挙げる．  
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